福島県意欲と能力のある林業経営者及び適合事業者登録・公表事務取扱要領
制定 平成30年7月12日
（最終改正：令和8年6月9日）
（趣旨）
第１　この要領は、意欲と能力のある林業経営者及び適合事業者の登録・公表の実施に際し、福島県意欲と能力のある林業経営者及び適合事業者登録・公表実施要領（平成30年7月12日制定。以下「実施要領」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。
（登録基準）
第２　実施要領第２の第１項の別に定める登録基準とは以下のとおりとする。
(1) 実施要領第１２の第１項第３号及び第４号による登録の取り消しをされたことがない又は取り消された日から２年以上経過していること。
(2) 登録申請を行う経営者及びその従業員（現場作業員を含む。）に暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員がいない又は暴力団員でなくなった日から５年を経過していない者がいないこと。
(3) 業務に関連して法令に違反し、代表役員等や一般役員等が逮捕され、又は逮捕を経ないで公訴を提起されたときから1年間を経過していない者がいないこと。
(4) 法人においては、業務の執行体制や、管理責任体制を明確にする必要があることから、常勤役員や参事等の責任者を設置していること。
(5) 過去３年の事業年度における財産目録、貸借対照表、収支計算書又はこれらに類する書類に記載された経理状況が良好であること。なお、ここでいう経理状況が良好であるというのは、法人の場合、経常損益金額等（損益計算書上の経常利益の金額に当該損益計算書上の減価償却費の額を加えて得た額）が直近３年間のうち２年以上黒字であること。個人の場合、直近の事業年度の資産状況において負債が資産を上回っていないこと及び直近３年間の所得税の納税状況がすべてゼロとなっていないことを示す。ただし、震災の影響等で経営状況が好ましくない林業経営者などは、中小企業診断士又は公認会計士の経営診断書を申請書に添付するなど今後５年以内に健全な経営の軌道に乗ることが証明できることで代わりの証明とすることができる。
また、新規設立・参入により直近３か年分の財務諸表がない場合は、添付可能な年分の財務諸表を添付すること。なお、財務諸表を提出できない場合又は添付年数が不足する場合には、これに代えて収支計画書その他事業の継続性を確認できる資料を提出すること。
(6) 登録申請書若しくはその添付書類に虚偽の記載がないこと。
(7) 森林所有者又は請負事業者との間で、書面等により取引条件を明示し、契約を締結していること。
(8) 自社で個人情報の取扱いに関する要領等を整備していること。
(9) 別紙１「意欲と能力のある林業経営者の登録に関する判断基準」に適合していること。なお、登録申請書で目標を定めていない作業種及び記載のない項目については、適用外とする。
（登録の申請）
第３　実施要領第２の登録を受けようとする者又は第４の推薦を行う市町村長は、同要領第３の申請書等を、その住所地を所管する農林事務所長（富岡林業指導所にあっては林業指導所長）（以下「所長」という。）に正本１部及び副本１部を提出するものとする。また、県外に事務所を置く者については、県内で林業生産活動を行っている地域を所管する所長に提出するものとする。なお、申請時に必要な提出書類については、原則として別紙２のとおりとする。
２　所長は、申請書等の提出を受けたときは、第２の登録基準により確認を行い、申請内容が登録基
　準に適合すると認められる場合には、申請書等（正本１部）に意欲と能力のある林業経営者登録・
　公表に係る意見書（様式第１号）を付して、農林水産部長に副申するものとする。
（申請書の記載内容）
第４　実施要領第３の第１項第１４号のその他知事が定める情報は次に掲げるものとする。
 (1) 地域への貢献や表彰実績、経営の健全性に関する事項
 (2) 指名停止処分に関する事項
 (3) 上記のほか、登録・公表を行った情報の閲覧者が森林経営の委託先や森林施業の事業実行者を適正に選択するために必要な事項
（申請書の添付書類）
第５　実施要領第３の第２項第８号のその他知事が定める書類は次に掲げるものとする。
　(1) 別紙１の判断基準に適合していることが確認できる根拠資料
（登録の変更）
第６　実施要領第７の第１項の申請をしようとする者は、同項で規定する申請書等を、その住所地を
　所管する所長に正本１部及び副本１部を提出するものとする。
２　所長は、第１項の申請書等の提出を受けたときは、第３の第２項の規定を準用し、農林水産部長
　に副申するものとする。
（変更の届出）
第７　実施要領第８の第１項の届出をしようとする者は、同項で規定する届出書等を、その住所地を
　所管する所長に正本１部及び副本１部を提出するものとする。
２　所長は、第１項の届出書等の提出を受けたときは、届出書等（正本１部）を農林水産部長に進達するものとする。
（実施状況報告）
第８　実施要領第１０の実施状況報告をしようとする者は、同条で規定する実施状況報告書を、その住所地を所管する所長に提出するものとする。
２　所長は、実施状況報告書の提出を受けたときは、農林水産部長に進達するものとする。
（実施結果報告）
第９　実施要領第１１の実施結果報告をしようとする者（以下「実施結果報告者」という。）は、同条で規定する実施結果報告書を、その住所地を所管する所長に提出するものとする。
２　所長は、実施結果報告書の提出を受けたときは、農林水産部長に進達するものとする。なお、実施結果報告者が実施要領第６の２に基づき登録の更新を行う場合は、更新時の申請書と併せて進達するものとする。
（登録取消の申出）
第１０　実施要領第１２の第１項第２号の申出については、第７の規定を準用する。
２　所長は、登録経営者について実施要領第１２の第１項第１号、第３号及び第４号に該当することが判明した場合は、実施要領様式第１１号を準用して知事に報告するものとする。
（登録の取消）
第１１　実施要領第１２第１項第４号のその他知事が定める場合は次に掲げるものとする。
(1) 地方自治法施行令第167条の４第２項各号のいずれかに該当することとなったとき。
　　附 則
　この要領は、平成30年7月12日から施行する。
　　附 則
　この要領は、平成31年4月1日から施行する。
　　附 則
　この要領は、令和5年8月1日から施行する。
附 則
　この要領は、令和8年6月9日から施行する。
別紙１
意欲と能力のある林業経営者及び適合事業者の登録に関する判断基準
＜共通項目＞
１．素材生産や造林・保育を実施するための実行体制の確保に関する基準
(1) 登録申請の前事業年度又は登録申請しようとする年の１月１日から申請日までの期間に素材生産又は造林・保育を実施した実績を有すること。
(2) 登録申請と同年度に新規で設立・参入した林業経営者にあっては、直接雇用する現場作業員等に過去１年以内に素材生産又は造林・保育を実施した実績を有すること。
(3) 林業経営者の事業主自身又は直接雇用する現場作業員による施業（以下「直営施業」という。）により素材生産や造林・保育を実施する場合にあっては、目標とする素材生産量と造林・保育事業量に必要な実行体制（林業現場作業職員、技術者・技能者及び林業機械等）を有していること又は今後実行体制を整える計画としていること。
(4) 素材生産や造林・保育のどちらか一方若しくは両方を他者への請負により実施する場合にあっては、必要な連携体制が整っていること。または、今後整える計画としていること。
２．伐採・造林に関する行動規範の策定等に関する基準
　　伐採・造林に関する行動規範の策定を行っている（所属する業界団体、行政が定めた行動規範やガイドラインを遵守することを含む）こと又は今後策定する計画としていること。
３．雇用管理の改善と労働安全対策に関する基準
(1) 直営施業により素材生産又は造林・保育事業を実施する林業経営者にあっては、雇用
　管理の改善及び労働安全対策に取り組んでいること又は今後取り組む計画としていること。
(2) 他者への請負により素材生産又は造林・保育を実施する林業経営者にあっては、雇用管理の改善及び労働安全対策に取り組んでいること又は今後取り組む計画としている林業経営者への請負を計画していること。
(3) 過去３年以内に休業４日以上の労働災害又は死亡災害（死傷災害）が発生していないこと。発生した場合には、適切な再発防止策が講じられ、それが林業現場作業職員を含む組織内全員に周知されていること。
＜個別項目＞
　事業内容に該当する下記１～４の各項目の基準を全て満たしていること。このうち項目１については、１－１又は１－２のいずれかを満たせば足りる。
ただし、実施要領第４に基づき市町村長の推薦を受けた林業経営者については、項目１の１－１及び１－２の基準を満たしていない場合であっても、特例として項目１に係る基準を満たしているものとみなす。
１－１．素材生産の生産量又は生産性の増加に関する基準

(1) 原則として、直営施業により素材生産を実施する場合にあっては、生産量又は生産性のどちらかについて、５年後に概ね２割以上又は３年後に概ね１割以上、現状から増加させる目標を有していること。
ただし、高性能林業機械を組み合わせた効率的な作業システムにより実現できる生産量(5,000m3/年)と効率的な施業実行の主体に期待される生産性(主伐11m3/人日又は間伐８m3/人日)について、現状でどちらか一方が当該数値に達している場合は、達していないもう一方の指標について５年後に概ね２割以上又は３年後に１割以上、現状から増加させる目標を有するとともに、達している指標についても現状以上となる目標を有していること。
　　また、生産量及び生産性の両方が現状において当該数字に達している場合には、いず
　れの指標も現状以上となる目標を有していること。
(2) 専ら他者への請負により素材生産を実施する場合にあっては、生産量については、５
　年後に概ね２割以上又は３年後に概ね１割以上、現状から増加させる目標を有している
　こと。ただし、現状において5,000m3/年に達している場合には、現状以上となる目標を
　有していること。また、その請負に当たっては、以下の基準を満たす林業経営者への請負に努めること。
　　生産性について、５年後に概ね２割以上又は３年後に概ね１割以上、現状から増加させる目標を有している林業経営者又は現状において主伐11m3/人日又は間伐８m3/人日に達しており、現状以上となる目標を有している林業経営者。
(3) 直営施業により素材生産を実施する場合にあっては、作業日報の作成・分析による進捗、管理、生産工程の見直し、生産システムの改善等により、効率的かつ安定的な生産管理に取り組んでいること又は今後取り組む計画としていること。 
(4) 他者への請負により素材生産を実施する場合にあっては、(3)の要件を満たす林業経営者への請負を計画していること。
１－２. 経営管理の対象となる森林の確保
(1) 経営管理の対象となる森林（所有権その他の長期間経営管理し得る権利を取得している森林）の面積を、５年後に概ね２割以上又は３年後に概ね１割以上、現状から増加させる目標を有していること。 
(2) 経営管理の対象となる森林の面積が30ha以上ある場合は、それ以上の目標を有していること。
２．原木の安定供給・流通合理化等に関する基準
　　製材工場等需要者と直接的な取引、木材流通業者や森林組合系統などの取りまとめ機関を通じた共同販売・共同出荷、森林所有者や工務店等との連携など、効率的かつ安定的な林業経営を実施していること又は今後取り組むことを計画していること。
３．主伐後の再造林の確保に関する基準
(1) 主伐と再造林の両方を直営施業により一体的に実施できる体制であること又は今後　実施できる体制を整える計画としていること。
(2) 主伐と再造林のどちらか一方若しくは両方を他者への請負により実施する場合には、　他者との連携により一体的に実施できる体制であること又は今後実施できる体制を整える計画としていること。なお、この体制には、伐採後の再造林に向けた素材生産業者と造林業者の連携を目的とする協議会等へ参加する場合を含む。
(3) 自己の所有する森林の主伐を計画している場合には、主伐後に適切な更新を行うこと
  を計画していること。
(4) 他者の所有する森林の主伐を計画している場合には、事前に森林所有者に対する適切
  な更新の働きかけに取り組んでいること又は今後取り組むことを計画していること。
　※ここでいう「適切な更新」とは、市町村森林整備計画等を踏まえつつ、林地生産力が　比較的高く、傾斜が緩やかな人工林において主伐を行う場合には、再造林を基本とする。
４．造林・保育の省力化・低コスト化に関する基準
(1) 直営施業の場合には、伐採・造林作業の一貫作業システムの導入、コンテナ苗の使用、
　低密度植栽、下刈りの省略等の効率的かつ安定的な林業経営を営んでいること又は今後　実施する計画としているもの。
(2) 造林・保育のどちらか一方若しくは両方を他者への請負により実施する場合には、(1)
　の要件を満たす効率的かつ安定的な林業経営を営んでいる者と契約を締結しているこ　と又は今後契約を締結する計画としていること。
様式第１号
意欲と能力のある林業経営者及び適合事業者 登録・公表に係る意見書

	申請者名

	住　　　所

	
	受理年月日

	

	
	名称又は氏名

	
	作業方法

	（　直営　・　請負　
・一部請負　）

	
	目標を定めている項目等

	素材生産　　　　（　主伐　・　間伐　）
造林・保育事業　（　植付　・　下刈り　・　その他　）
経営管理対象森林（　　有　　・　　無　　）
生産した材の販売（　　有　・　今後有　・　　無　　）

	（共通事項）

	１．実施要領第１２の第１項第３号及び第４号により
登録を取り消されたことがない又は取り消された日から２年以上経過している。
	（ 適・否 ）


	
	２．暴力団員又は、暴力団員ではなくなった日から５年を経過していない者がいない。
	（ 適・否 ）


	
	３．申請書及び添付書類に不足がない。また、内容に不備がない。
	（ 適・否 ）


	
	４．業務に関連して法令に違反し、逮捕又は公訴されてから１年間を経過していない者がいない。
	（ 適・否 ）


	
	５．常勤役員や参事等の責任者を設置している。


	（ 適・否 ）（該当なし）

	
	６．過去３年の事業年度における経理状況が良好である。
	（ 適・否 ）


	
	７．民間事業者と森林所有者、及び民間事業者と請負事業者との間で、書面等により取引条件が明示されている。
	（ 適・否 ）


	
	８．自社で個人情報の取扱いに関する要領等を整備していること。
	（ 適・否 ）


	
	９．素材生産や造林作業を実施するための実行体制が基準に適合している。
	（ 適・否 ）


	
	10．伐採・造林に関する行動規範の策定等に関する事項が基準に適合している。
	（ 適・否 ）


	
	11．雇用管理の改善と労働安全対策に関する事項が基準に適合している。
	（ 適・否 ）

	
	
	

	（個別事項）

	１－１及び１－２は選択制
　

１－１．素材生産の生産量又は生産性の増加に関する基準
※主伐・間伐の目標を定めている場合に確認
(1) 素材生産の生産量又は生産性のいずれかが、５年後に概ね２割以上又は３年後に１割以上増加する計画としている。
(2)生産量及び生産性のどちらか一方が下記基準に達している場合は、達していないもう一方の指標について５年後に概ね２割以上又は３年後に１割以上、現状から増加させる目標を有するとともに、達している指標についても現状維持となる目標を有している。
(3) 生産量及び生産性の両方が現状において下記の基準に達している場合には、いずれの指標も現状以上となる目標を有している。
【基準】

生産量：5,000m3/年
　生産性：主伐11m3/人日又は間伐8m3/人日
(4) 作業日報の作成・分析による進捗管理、生産工程の見直し、生産システムの改善等により、効率的かつ安定的な生産管理に取り組んでいる又は今後取り組む計画としている。


１－２.経営管理の対象となる森林の確保に関する基準
※経営管理の対象となる森林面積について目標を定めている場合に確認
(1) 経営管理の対象となる森林（所有権その他の長期間経営管理し得る権利を取得している森林）の面積を、５年後に概ね２割以上又は３年後に概ね１割以上、現状から増加させる目標を有している。
(2) 経営管理の対象となる森林の面積が30ha以上ある場合は、それ以上の目標を有している。


	（ 適・否 ）
（該当なし）
（適・否 ）
（該当なし）
（ 適・否 ）
（該当なし）
（ 適・否 ）
（該当なし）
（ 適・否 ）
（該当なし）
（ 適・否 ）
（該当なし）

	
	２．原木の安定供給・流通合理化等に関する基準
※生産した木材の販売が「有」又は「今後有」の場合に確認
(1) 製材工場等需要者と直接的な取引、他者との共同販売・共同出荷、他者との連携した取り組みなど、効率的かつ安定的な林業経営を実施している又は今後取り組む計画としている。
	（ 適・否 ）
（該当なし）


	
	３．主伐後の再造林の確保に関する基準
※主伐又は植付の目標を定めている場合に確認
(1) 主伐と再造林を一体的に実施できる体制がある又は今後実施できる体制を整える計画としている。
(2) 自己の所有する森林の主伐を計画している場合には、主伐後に適切な更新を行うことが計画されている。
(3) 他者の所有する森林の主伐を計画している場合には、事前に森林所有者に対する適切な更新の働きかけに取り組んでいる又は今後取り組む計画としている。

	（ 適・否 ）
（該当なし）
（　適　）
（　否　）
（該当なし）
（　適　）
（　否　）
（該当なし）

	
	４．造林・保育の省力化・低コスト化に関する基準
※造林・保育事業の目標を定めている場合に確認
(1) 伐採・造林作業の一貫作業システムの導入、コンテナ苗の使用、低密度植栽、下刈りの省略等の効率的かつ安定的な林業経営を営んでいる又は今後実施する計画としている。
	（ 適・否 ）
（該当なし）


	
	
	

	意　　見

	

	
	


　このことについては、上記のとおりです。
　　　　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　農林事務所長
　　　　（富岡林業指導所長）
